
株式会社商船三井内航
2025年3月31日 現在 単位　千円

科　　目 金　　額        科　　目 金　　額
（資産の部） （負債の部）

流動資産 6,348,797 流動負債 1,889,761
現金及び預金 102,572 海運業未払金 895,406
海運業未収金 1,179,302 未払法人税等 416,685
短期貸付金 4,313,832 短期借入金 423,308
未収金 6,475 預り金 10,310
立替金 12,867 賞与引当金 15,651
貯蔵品 235,408 未払費用 15,917
未収消費税等 50,080 未払金 1,156
繰延及び前払費用 107,684 契約負債 68,390
リース投資資産 337,885 その他流動負債 42,935
その他流動資産 2,687

固定資産 4,984,970 固定負債 3,366,830
有形固定資産 151,541 長期借入金 3,284,983
船舶 151,138 特別修繕引当金 35,924
車両 0 退職給付引当金 45,923
器具備品 402

無形固定資産 56,622 負債合計 5,256,592
電話加入権 217 （純資産の部）
ソフトウエア 56,404 株主資本 6,075,349

資本金 650,000
資本剰余金 7,748

投資その他の資産 4,776,806  資本準備金 7,748
投資有価証券 7,344 利益剰余金 5,417,601
関係会社株式 12,321 その他利益剰余金 5,417,601
リース投資資産 3,406,988 　繰越利益剰余金 5,417,601
長期貸付金 1,270,150
繰延税金資産 43,699
その他 36,302 評価・換算差額等 1,825

1,825

純資産合計 6,077,175
資産合計 11,333,768 負債・純資産合計 11,333,768

その他有価証券評価差額金

　貸　借　対　照　表

第90期決算公告
2025年6月25日



単位   千円
科       目          金        額

海運業収益
運賃 7,181,012
貸船料 1,174,645
その他海運業収益 2,468,853 10,824,510
海運業費用
運航費 1,840,742
船費 193,254
借船料 5,168,026
その他海運業費用 2,610,401 9,812,424
海運業利益 1,012,086
一般管理費 597,072 597,072
 営業利益 415,013
営業外収益
受取利息及び配当金 26,593
その他 2,912 29,506
営業外費用
支払利息 27,612
その他 650 28,262
経常利益 416,256

特別利益
投資有価証券売却益 1,079,951
国庫補助金受贈益 65,000 1,144,951
特別損失
投資有価証券売却損 13,487
固定資産圧縮損 65,000 78,487

税引前当期純利益 1,482,721
法人税、住民税及び事業税 450,734
法人税等調整額 △ 16,675
当期純利益 1,048,662

至  2025年3月31日

損　益　計　算　書
株式会社商船三井内航

自  2024年4月1日



個別注記表

《重要な会計方針に係る事項に関する注記》

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの･･･

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

市場価格のない株式等･･･ 移動平均法による原価法
子会社株式･･･ 移動平均法による原価法

② 貯蔵品の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却方法
有形固定資産
船　舶･･･ 定額法
その他の有形固定資産･･･ 定率法

無形固定資産
自社利用のソフトウエア･･･ 利用可能期間（5年）に基づく定額法

(3) 引当金の計上基準
①

②

③

④

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しています。
なお、当事業年度末においては、過去の貸倒実
績及び回収不能と見込まれる債権残高がないた
め、計上していません。

船舶の定期検査工事費用の支出に備えるため、
修理見込額に基づき計上しています。
従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しています。

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
の切下げの方法により算定）

従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給
  見込額に基づき計上しています。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金



(4) 収益及び費用の計上基準
①

②

(5) 支払利息の計上基準

《会計方針の変更に関する注記》

　当社は、主に船舶による海上貨物輸送及び貸船等のサービスを提供し
ております。

　ファイナンス・リース取引に係る収益の認識基準は、リース料受取時
に売上高と売上原価を計上する方法により処理しています。

　海上貨物輸送においては、顧客の貨物を輸送する行為である各航海を
契約及び履行義務としております。航海期間にわたり航海日数の経過に
伴い当該履行義務が充足されるものでありますが、当社の行う海上貨物
輸送は航海期間が短期間であることから、各航海が完了した時点で収益
を認識しております。取引の対価の金額には、燃料費調整係数、滞船料
及び早出料等の変動対価が含まれておりますが、変動対価の額に関する
不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された
収益の著しい減額が発生しない可能性が高いため、当該変動対価を取引
価格に含めております。

　貸船においては、船長や船員の配乗等を通じて輸送能力を備えさせた
船舶による輸送サービスの提供を履行義務としており、契約期間にわた
り輸送サービスの提供に伴い充足することから、「収益認識に関する会
計基準の適用指針」第19項に基づき提供したサービスに対して顧客に請
求する権利を有している金額で収益を認識しております。
　海上貨物輸送及び貸船に関する取引の対価は、履行義務の充足後に速
やかに受領するものもありますが、主として契約に基づいた金額を前受
けしております。なお、取引の対価に重要な金融要素は含まれておりま
せん。

　支払利息につきましては原則として発生時に費用処理しておりますが、
事業用の建設資産のうち、工事着工より工事完成までの期間が長期にわた
り且つ投資規模の大きい資産については、工事期間中に発生する支払利息
を取得原価に算入しております。

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022
年10月28日 企業会計基準委員会。以下「2022年改正会計基準」という。）等
を当事業年度の期首から適用しております。
 法人税等の計上区分（評価・換算差額等に対する課税）に関する改正につい
ては、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありませ
ん。



《貸借対照表に関する注記》

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産
海運業未収金（担保予約）
リース投資資産（抵当権設定予約）

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

(3) 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権
長期金銭債権
短期金銭債務
長期金銭債務

(4) 有形固定資産の保険差益による圧縮記帳累計額　
船舶

(5) 国庫補助金による圧縮記帳累計額
リース投資資産

《損益計算書に関する注記》

(1) 海運業収益のうち、顧客との契約から生じる収益の額

(2) 関係会社との取引高
営業取引
営業収益
営業費用

営業取引以外の取引
営業外収益
営業外費用

《株主資本等変動計算書に関する注記》

(1) 当事業年度末における発行済株式総数　普通株式　518株

615,954千円

26,686千円

4,324,862千円

1,096,077千円

156,522千円

214,579千円

150,988千円

1,300,234千円

1,466千円

10,380,172千円

1,328,555千円

担保に供した海運業未収金1,179,302千円については、当社の商船三井グ
ループキャッシュマネジメントシステム契約に基づく担保であり、リー
ス投資資産1,096,077千円については、金銭消費貸借契約に基づく担保で
期末現在対応債務は長期借入金（1年以内返済額を含む）の額895,591千
円です。

96,240千円

1,179,302千円

25,255千円



《税効果会計に関する注記》

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金
未払一般管理費
未払事業所税
未払事業税
関係会社株式評価損
投資有価証券評価損
入会金評価損
退職給付引当金
特別修繕引当金 

繰延税金資産　小計
評価性引当額
繰延税金資産　合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

繰延税金負債　合計
繰延税金資産の純額

《金融商品に関する注記》

１．金融商品の状況に関する事項

53,669千円

3,123千円
3,178千円
2,862千円
14,061千円

△ 9,164千円

　リース投資資産は、自己所有船舶及び他社との共有船舶であり裸貸船として
運用しております。
　短期貸付金は商船三井グループキャッシュマネジメントシステムを利用し
た、親会社である㈱商船三井への貸付です。
　長期貸付金は子会社、OCEAN POWER SHIPPING S.A.への貸付です。

4,792千円
766千円
301千円

805千円

43,699千円

2,750千円

805千円

21,833千円

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
　海運業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四
半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、長期借入金の利率は固定利率
です。

44,505千円



２．金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

(1)リース投資資産（*2）
(2)投資有価証券
(3)長期貸付金(*3)
(4)長期借入金(*4)
(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(*2)リース投資資産は見積残存価額を含んで計上しております。
(*3)長期貸付金には、1年以内回収予定の長期貸付金を含めております。
(*4)長期借入金には、1年以内返済予定の長期借入金を含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1) リース投資資産

(2) 投資有価証券
  これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(3) 長期貸付金

(4) 長期借入金

（注２）

（注３）

(112,593)(3,708,291)

　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。金利は固定利率です。

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。金利は固定利率です。

(3,820,884)
2,580
- 

差額

現金は注記を省略しております。また、預金、海運業未収金、短期貸付
金、海運業未払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

1,431,530
3,514

3,649,8753,744,874
3,514

1,428,950

市場価格のない株式等（貸借対照表計上額3,830千円）は「(2）投資有価
証券」には含めておりません。

　2025年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。

計上額(*1)
貸借対照表 時価（*1）

　リース投資資産の時価については、元利金の合計額を新規リースを
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。

(94,999)



《関連当事者との取引に関する注記》

(1) 関連当事者との取引
親会社・子会社及び兄弟会社 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方法等
(注）1.

2.

3.

(2) 親会社に関する情報
株式会社商船三井（東京証券取引所に上場）

《収益認識に関する注記》

《1株当たり情報に関する注記》
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

13,551

受取

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高
には消費税等が含まれています。

資金の貸付のうち親会社に対するものについては、商船三井グループ
キャッシュマネジメントシステムにかかるものであり、貸付金利息は
市場金利を勘案して合理的に決定しています。なお、取引金額は当期
における平均貸付残高を記載しています。

価格その他の取引条件は、市場価格等を勘案して決定しています。

収益を理解するための基礎となる情報
「《重要な会計方針に係る事項に関する注記》」の「(4)収益及び費用の計上
基準」に記載しております。

- 

1,466

受取

長期貸付金

長期借入金

支払

利息支払

所有

- 短期借入金

2,024,444円16銭
/100

11,731,999円44銭
/100

96,240

役員の兼任

貸付金利息 利息受取 12,608

1,270,150

158,800短期貸付金資金の貸付 資金の貸付

利息受取

S.A.

SHIPPING

POWER

借入金利息

貸付金利息

直接 100%

OCEAN子会社

属　性

短期貸付金

三井 直接100％ (注2）

親会社 ㈱商船 被所有 資金の貸付 4,155,032

16,040

期末残高
(注1）

取引金額
(注1）

科　目
関連当事者

4,385,945

議決権等の所有
取引の内容

資金の借入 資金の借入

（被所有）割合

資金の貸付

との関係   

会社等

の名称


